2024.05.11出前トーク要旨
	1.テーマ
	認知症の人や高齢者にやさしい地域づくり

	2.日時
	令和6年5月11日（土）14時10分～

	3.場所
	中央公民館第３学習室

	4.出席者
	（直方市）直方市長、市民部長
　　　　　司会：秘書広報課長　概要記録：秘書広報係長
（主催者側）認知症の人と家族の会直方（ 37名 ）

	5.内容
	テーマに基づき認知症の人と家族の会直方と直方市長が意見交換を行いました。意見交換の主な内容は以下のとおりです。

≪意見交換≫
1 認知症カフェについて
　会では、毎月第１土曜日の13～16時で認知症カフェ（さろ～んのおがた）を開催している。R5の参加者は年間366人（30.5人／1回）。
会場（歳時館）までの交通手段に苦慮している。歳時館下の新町郵便局付近にバス停ができないか。道も広く、安全に乗り降りできる。

（市長）
　認知症カフェについては、私も参加させていただいたが、非常に効果的な取り組みだと感じた。交通手段の件は、社会福祉協議会が所有するバスを活用できないか検討の余地がある。また、バス停の移動は、コミュニティバスの運営会社とその地域の方たちとの協議の中で決定している。担当部署を通して、今回の要望を運営会社に伝え、運営会社と地域の方々の協議が整えば、バス停の移動も可能。

2 認知症・高齢者の買い物について
　認知症の方や高齢者に優しいスローレジなどの環境が整うと嬉しい。また、認知症予防の観点から、スマホの操作を覚えることは有効だと聞いた。市内でも高校生がスマホの使い方講座をやってくれており、高齢者にとっては認知症予防になり、高校生にとっては認知症や高齢者の気持ちを知ることにも繋がる。

（市長）
　デジタルデバイド（デジタル技術の恩恵をうけることのできる人とできない人の間に生じる経済格差）を無くしていくことも行政の役目として、市もスマホ講座を開催している。ただし、このような取り組みは、できるだけ地域の公民館などで、地域の若者や使い慣れた高齢者が講師となり、地域内での絆を作る機会となればよいという思いもある。
スローレジなどの取り組みは事業者へのアプローチも必要。市は、SDGs未来都市として、環境問題に取り組んでいる事業者をパートナーとして位置づけ、様々な取り組みを共同で進めているが、その中で認知症対策・高齢者対策としての取り組みを推奨していくことも検討する。

◉国の認知症伴走型支援事業があり、市内で取り組んでいる事業所もあるので、市も積極的にサポートできないか。また、買い物支援事業をやっている事業所もある。そのような情報を市が把握して、周知してもらいたい。
　　認知症キャラバンメイトの養成事業があるが、活用ができていない。市でキャラバンメイトの方を把握し、必要な方と繋げることはできないか。認知症カフェを1か所だけでやるのも難しくなってきている。キャラバンメイトの研修受講者が認知症家族の方といっしょに、公民館単位くらいで開催してもらえるとよい。キャラバンメイトの方が貢献できる場所を作ったり、紹介できたりという取り組みを一緒にやってほしい。

3 認知症・高齢者の交通手段
バスの本数が少ない、バス停が少ない（自宅からバス停が遠い、バス停から自宅までが遠い）。また、認知症になると公共交通機関を利用することが難しくなるので、伴走型やボランティアの方などの協力を得て地域の中で搬送できるようなシステムができると良い。

（市長）
　市内の交通網は、西鉄バスの撤退後、コミュニティバスで代替している。地域の要望もあり路線延長をした結果、到着時間が長くかかるため、乗降客が減り収益が減るというジレンマに陥っている。コミュニティバスも含め、高速バス、鉄道など、市が赤字路線の補填を行い維持している。効率的な公共交通のあり様を見直す時期に来ている。国で、ライドシェア解禁についての議論が進んでいるが、市民の交通手段をどのように守っていくかという点については、市も考えていかなければならない。生活圏の中で歩いて買い物に行けることが一番望ましいが、市内のすべての地域でそのような環境を整えるのは難しい。高齢者が気軽に出かけやすい環境づくりというものを市も研究していく。

4 その他質疑応答
　◉各施設間でのケアの質に差がある。以前は第三者評価というものがあったが、現在は行われていない。メディアでも施設内での虐待問題が取り上げられているが、これを減らすという意味でも施設職員への教育や第三者評価といったシステムがあった方が良い。

（市民部長）
　第三者委員会については、現在、本市では実施できていない。市に通報があった場合、県に連絡し、県を通して第三者が施設に入るという仕組みはある。

◉（外部評価機関所属の参加者）平成１７年度から法改正により、小規模多機能施設は外部評価を入れることが義務付けられた。施設の関係者で自己評価して、それを外部機関が評価するという仕組みだが、この仕組みで正当に評価するということが非常に難しい。施設を訪問し評価するが、抜き打ちではなく訪問日は適切なケアがされている。市も実態を把握し、評価機関にアドバイスをしてもらいたい。

（市長）
貴重なご意見ありがとうございます。

◉自分の住む地域で、近所の自家用車を持たない高齢者を対象に、定期的に集合時間と場所を決めて、集まった方を送迎しているという話を聞いた。地域の高齢者は非常に助かっている。市で何らかのお墨付きを与えてもらえると、本人も利用される方も安心できるのではないか、各地域でこのような取り組みが増えると住みやすさに繋がるのではないか。

（市長）
安全性を担保しながら、地域の繋がりをうまく使うという点では望ましい形と考える。法的な問題をクリアできるかという懸念があるので、検討させてほしい。

◉（社会福祉法人所属の参加者）コロナ流行以前に、他市で社会福祉法人の社会貢献事業として、買い物難民支援をやったことがある。養護老人ホームの車両を借り、民生委員や相談員、地域の方たちが運転手として買い物難民の送迎をしていた。直方市にも社会福祉法人が複数あって、通所等で使用する車両もお持ちなので、社会貢献事業として車両の貸し出しについて相談できないか。

（市長）
以前、市内でも同じようなことをやっていた地域があったと認識している。それを他の地域にどう広めていくか、社会福祉法人を巻き込めるか、先ほどの課題も含めて研究していきたい。

[bookmark: _GoBack]◉施設によるケアの質という話があったが、自分の働く施設以外の事業所のことはわからないため、自分たちのやっていることの正否がわからない。事業所間の交流ができればよいと思うので協力してほしい。

◉（高山病院認知症医療センター職員）　認知症医療センターが立ち上がりまだ10か月しか経っていないため、市や医師会とは個別の関わりでしかない。これから3者が一体となってどのように取り組んでいくかが課題と考えている。市でそれを検討するためのチームを立ち上げてもらえると、よりよい関係が構築できるのではないかと考えている。
　認知症初期集中支援チームについては、センターは直方市・宮若市・小竹町とは協定を交わし、4月1日から認知症集中支援チームの運営を始めている。市の担当部署とはより効率的で具体的な運営方法を協議していきたい。
　センターでは、認知症予防や早期発見のために出前講座を実施している。PRするために市報等を使って、出前講座や認知症補器集中支援チームについて掲載してもらえないか。

（市長）
PRについては、必要な人に必要な情報が届くよう、市も積極的に関わっていきたい。その方法については、何がベストなのか検討する必要がある。
医師会との連携について、現在、「骨粗しょう症対策」と「内臓疾患や糖尿病等の対策」で二つのプロジェクトを立ち上げている。認知症対策についてもうまく連携できるような仕組みを検討していきたい。




